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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、日銀の金融緩和政策や政府主導による経済政策等を背景に、円安の

進行と株価の上昇等により景気改善傾向がみられ、企業業績も回復傾向となってまいりました。一方、世界の複数

地域での地政学的リスクの増大、ＥＵ・新興諸国経済の不安定化、原油価格下落等による影響等もあり、景気の先

行につきましては依然として留意が必要な状況が続いております。 

食品流通業界におきましても、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動と、個人消費が十分に回復しない

中、魚価を含めたコストの上昇と、業種、業態及びチャネルを超えた競争が激化しており、消費の一部には良好な

兆しは垣間見えるものの、低価格志向が続く面もあり、依然として厳しい経営環境となっております。 

こうした環境の中、当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高は前期末に連結子会社１社を除外し

たことを主要因として、前連結会計年度に比べ（以下同じ）7.9％減収の1,174億38百万円になりました。利益につ

きましては、主要事業である水産物卸売事業における適時販売、保管料等経費の削減に努めた結果、営業利益は

13.0％増益の７億92百万円、経常利益は10.9％増益の８億27百万円、当期純利益は79.8％増益の８億26百万円とな

りました。 

 

当連結会計年度における事業別の概況は、次のとおりであります。 

   [水産物卸売] 

 取扱品目の単価は上昇したものの取扱数量が減少し、売上高は1.0％減収の1,110億39百万円となりましたが、収

益率改善と経費圧縮により、セグメント利益は６億87百万円と69.2％の増益となりました。 

   [不動産賃貸] 

 売上高は２億36百万円と4.5％の減収、セグメント利益は91百万円と3.7％の減益となりました。 

   [水産物その他] 

 連結子会社１社の減少等により、売上高は61億62百万円と59.3％の減収、セグメント利益は13百万円と93.2％の

減益となりました。 

 

 （今後の見通し） 

 当社グループでは、平成27年度の経営目標として、売上高1,200億円、営業利益４億50百万円、経常利益４億60

百万円としております。 

 次年度計画は、魚価の高止まりにおける消費の厳しい環境を想定し、また新業務システム導入コスト等による経

費増により減益計画となります。 

 なお、新システム導入コストは、初期コストと新旧併用コスト等一時的なものがあり、翌年以降には軽減される

ものであります。 

 

（２）財政状態に関する分析

 当連結会計年度における資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ（以下同じ）、売掛債権や棚卸資産は減少したものの、

現預金の増加や賃貸不動産の新規建設等により、１億５百万円増の213億11百万円となりました。

 有利子負債は12億50百万円減の61億円となりました。純資産は退職給付会計基準の改正に伴う影響があったもの

の、当期純利益の計上や株価上昇による有価証券評価差額金の増加等により、７億53百万円増の73億41百万円とな

り、自己資本比率は34.4％（前連結会計年度末31.1％）となりました。

 キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益の計上に加

え売掛債権や棚卸資産等の減少により、28億18百万円の収入（前連結会計年度は３億28百万円の収入）となりまし

た。

 また、投資活動によるキャッシュ・フローは賃貸不動産の建設資金支払等により、３億54百万円の支出（前連結

会計年度は31百万円の支出）となり、財務活動によるキャッシュ・フローは短期借入金の減少等により、14億４百

万円の支出（前連結会計年度は６億40百万円の支出）となりました。

 この結果、現金及び現金同等物期末残高は10億60百万円増加し、36億78百万円となりました。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

 自己資本比率（％） 34.0 36.1 27.8 31.1 34.4

 時価ベースの自己資本比率（％） 10.9 11.6 14.2 18.6 22.9

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ（倍）
3.8 29.9 76.1 7.6 77.1

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループでは、株主に対する利益配分は重要な基本政策の一つであると認識しております。当期の経営成績

は前年対比大幅に増益となりましたが、配当の安定性・継続性を重視し、当期の配当につきましても、１株当たり

３円の配当を実施する予定であります。 

 また、次期につきましても、１株当たり３円の配当を継続する予定であります。 

 

- 3 -

大都魚類㈱(8044)　平成27年3月期　決算短信



２．企業集団の状況

 当社は、マルハニチロ㈱を親会社とするマルハニチログループに属しております。同時に、当社グループは、当社、

子会社３社及び関連会社２社（平成27年３月31日現在）で構成され、水産物の卸売業並びに水産物の加工及び販売を主

な事業内容として、更に各事業に関連する物流事業を行っております。

 当社グループの事業に係る位置づけ及びセグメントとの関連は次の通りであります。

水産物卸売
当社と関連会社船橋魚市㈱及び㈱船橋魚類が携わっており、互いに商品の一部を売買してお

ります。また、子会社大都サービス㈱は水産物の荷役業務を行っております。

 不動産賃貸 当社と子会社㈱築地フレッシュ丸都が行っております。

 水産物その他

子会社丸都冷蔵㈱は水産物の製造・加工を主な事業とし、子会社㈱築地フレッシュ丸都は水

産物の加工・販売を営み、それぞれ製品・商品の一部について当社と売買を行っておりま

す。

 なお、セグメント情報における報告セグメントは、上記「水産物卸売」、「不動産賃貸」及び「水産物その他」であ

ります。

 事業の系統図は次の通りであります。

 

 

連結子会社、非連結子会社及び関連会社は次の通りであります。

 連結子会社         丸都冷蔵㈱      水産物の冷蔵・加工及び販売

             ㈱築地フレッシュ丸都 水産物の加工及び販売

 非連結子会社        大都サービス㈱    水産物の荷役作業

 持分法適用関連会社     船橋魚市㈱      水産物卸売業

 持分法非適用関連会社    ㈱船橋魚類      水産物卸売業
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、中央卸売市場の卸売業者である当社並びに水産物加工販売を営む丸都冷蔵㈱、㈱築地フレッ

シュ丸都の二つの業態に大別されますが、業容の中心は卸売業であります。 

当社は、東京都中央卸売市場の水産物卸売会社であり、私企業ではありますが、水産物の安定供給という公共

的な側面を持った企業であります。卸売市場システムは、生鮮食品流通の根幹ですが、その中枢的役割を担ってい

るのが卸売業者であり、市場は卸売業者に対する信頼によって支えられているといっても過言ではありません。し

かしながら、近年の水産業の構造変化と流通の多様化は、卸売業者間に厳しい競争を強いるとともに、近隣市場間

の競合、業態及びチャネルを超えた競争を加速させております。 

当社は、平成24年度を「大都グループリセットの年」との位置づけで経営改善に取り組み、平成25年度・26年

度とその効果を生み出すことができました。今後も経営体質の強化を図り、適正な収益の確保に努め、信頼される

卸売業者としての地歩を固めるとともに、市場による流通システムの維持拡大を目指し、水産物の安定供給に資す

ることを基本方針といたします。併せて当社グループでは「地域や環境に十分配慮した健全な事業活動」を通じ

て、食の「安全・安心」を提供することを旨とし、社会に貢献することを経営理念としております。 

健全で信頼される企業経営のために、公正であり、常に透明性を確保し、グループ会社を含めたガバナンスが

着実に実行される企業を目指し、業績向上に一層努力を傾注していく所存であります。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社グループは、創業67年の継承すべき良き伝統と、時代と環境に適応する変革により、また、マルハニチロ

グループも含めたネットワークを活かすことにより、収益力の強化、財務体質の回復と強化を目指してまいりま

す。 

会社として、集荷・販売強化のための営業力強化、豊洲新市場への移転準備、企業の根幹である人材の育成と

その活用、収益改善をサポートするための経費削減といった課題に対処するために各委員会等にて活動を進めてい

ます。また、平成25年度導入予定で、卸売市場を取り巻く環境変化に適応し、業務の効率化と最適化を実現するた

め、新業務システムの開発を行ってまいりましたが、システム開発の遅れにより平成27年度導入予定に現時点では

変更しております。なお、本年も企業として基本であるコンプライアンス、食の「安全・安心」等のための品質管

理については、組織並びに委員会活動等を通じて引き続き強化推進してまいります。 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則（第７章及び第８章を除く）」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づいて作成しておりま

す。

 なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表
 

    (単位：百万円) 

  前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,618 3,678 

受取手形及び売掛金 7,659 7,210 

商品及び製品 4,643 3,979 

原材料及び貯蔵品 185 163 

繰延税金資産 73 49 

その他 136 17 

貸倒引当金 △364 △368 

流動資産合計 14,952 14,730 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 4,346 4,240 

減価償却累計額 △2,711 △2,693 

建物及び構築物（純額） 1,635 1,547 

機械装置及び運搬具 545 547 

減価償却累計額 △482 △493 

機械装置及び運搬具（純額） 63 53 

土地 2,659 2,659 

建設仮勘定 10 323 

その他 706 665 

減価償却累計額 △532 △502 

その他（純額） 174 162 

有形固定資産合計 4,543 4,746 

無形固定資産 311 322 

投資その他の資産    

投資有価証券 815 986 

破産更生債権等 3,143 3,202 

繰延税金資産 11 8 

その他 226 119 

貸倒引当金 △2,798 △2,805 

投資その他の資産合計 1,398 1,511 

固定資産合計 6,252 6,580 

資産合計 21,205 21,311 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,368 4,678 

短期借入金 7,350 6,100 

未払法人税等 55 72 

賞与引当金 7 8 

その他 543 723 

流動負債合計 12,325 11,582 

固定負債    

繰延税金負債 75 43 

退職給付に係る負債 1,315 1,464 

その他 900 878 

固定負債合計 2,291 2,387 

負債合計 14,617 13,969 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,628 2,628 

資本剰余金 1,628 1,628 

利益剰余金 2,189 2,769 

自己株式 △23 △23 

株主資本合計 6,423 7,002 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 223 337 

退職給付に係る調整累計額 △58 1 

その他の包括利益累計額合計 165 338 

純資産合計 6,588 7,341 

負債純資産合計 21,205 21,311 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 127,531 117,438 

売上原価 120,440 110,555 

売上総利益 7,090 6,882 

販売費及び一般管理費 6,389 6,089 

営業利益 701 792 

営業外収益    

受取利息 1 1 

受取配当金 22 25 

持分法による投資利益 46 22 

償却債権取立益 5 12 

その他 16 15 

営業外収益合計 92 78 

営業外費用    

支払利息 43 36 

その他 4 6 

営業外費用合計 47 43 

経常利益 746 827 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 15 

固定資産売却益 44 0 

受取補償金 － 75 

特別利益合計 44 91 

特別損失    

固定資産処分損 78 53 

子会社株式売却損 32 － 

その他 1 － 

特別損失合計 112 53 

税金等調整前当期純利益 677 864 

法人税、住民税及び事業税 129 82 

法人税等調整額 29 △44 

法人税等合計 158 38 

少数株主損益調整前当期純利益 519 826 

少数株主利益 59 － 

当期純利益 459 826 
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（連結包括利益計算書）
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 519 826 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 8 113 

退職給付に係る調整額 － 60 

その他の包括利益合計 8 173 

包括利益 527 1,000 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 467 1,000 

少数株主に係る包括利益 59 － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,628 1,628 1,850 △22 6,084 

会計方針の変更による
累積的影響額 

          

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 2,628 1,628 1,850 △22 6,084 

当期変動額           

剰余金の配当     △94   △94 

当期純利益     459   459 

自己株式の取得       △0 △0 

連結範囲の変動     △25   △25 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

          

当期変動額合計 － － 339 △0 338 

当期末残高 2,628 1,628 2,189 △23 6,423 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証券

評価差額金 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 215 － 215 183 6,483 

会計方針の変更による
累積的影響額 

          

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 215 － 215 183 6,483 

当期変動額           

剰余金の配当         △94 

当期純利益         459 

自己株式の取得         △0 

連結範囲の変動         △25 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8 △58 △50 △183 △233 

当期変動額合計 8 △58 △50 △183 105 

当期末残高 223 △58 165 － 6,588 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,628 1,628 2,189 △23 6,423 

会計方針の変更による
累積的影響額     △152   △152 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

2,628 1,628 2,037 △23 6,271 

当期変動額           

剰余金の配当     △94   △94 

当期純利益     826   826 

自己株式の取得       △0 △0 

連結範囲の変動         － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 732 △0 731 

当期末残高 2,628 1,628 2,769 △23 7,002 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  その他有価証券

評価差額金 
退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 223 △58 165 － 6,588 

会計方針の変更による
累積的影響額         △152 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

223 △58 165 － 6,436 

当期変動額           

剰余金の配当         △94 

当期純利益         826 

自己株式の取得         △0 

連結範囲の変動         － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

113 60 173 － 173 

当期変動額合計 113 60 173 － 905 

当期末残高 337 1 338 － 7,341 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 677 864 

減価償却費 229 203 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 11 

受取利息及び受取配当金 △23 △27 

支払利息 43 36 

売上債権の増減額（△は増加） 618 483 

たな卸資産の増減額（△は増加） △182 686 

仕入債務の増減額（△は減少） △752 310 

その他 △232 310 

小計 389 2,879 

利息及び配当金の受取額 29 33 

利息の支払額 △43 △36 

法人税等の支払額 △47 △57 

営業活動によるキャッシュ・フロー 328 2,818 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △0 △8 

投資有価証券の売却による収入 － 21 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
△331 － 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △43 △341 

有形及び無形固定資産の売却による収入 300 0 

短期貸付金の増減額（△は増加） 3 － 

その他 39 △26 

投資活動によるキャッシュ・フロー △31 △354 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △490 △1,250 

配当金の支払額 △94 △94 

その他 △56 △59 

財務活動によるキャッシュ・フロー △640 △1,404 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △344 1,060 

現金及び現金同等物の期首残高 2,962 2,618 

現金及び現金同等物の期末残高 2,618 3,678 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

  「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日。以下、

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定

めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員

の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が152百万円増加し、利益剰余金が152百万円減少しており

ます。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ９百万円増加しておりま

す。

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。当社グループは、「水産物卸売」、「不動産賃貸」及び「水産物その他」の３報告セグメントとしております。

(1)事業セグメントを識別するために用いた方法

 基本的に会社別、製品・サービス別に識別しており、水産物の販売については卸売市場法及び関連条例等の規制

環境を組み合わせて識別しております。

(2)集約した事業セグメント

 「水産物卸売」に当社の「卸売市場における水産物の売買・販売の受託を基本とした卸売」を集約しておりま

す。

 「不動産賃貸」に当社の「オフィスビル・マンション等の賃貸」及び㈱築地フレッシュ丸都の「配送センターの

賃貸」を集約しております。

 「水産物その他」に丸都冷蔵㈱の「水産物の冷蔵、加工及び販売」、㈱築地フレッシュ丸都の「水産物の加工及

び販売」を集約しております。なおガルフ食品㈱は平成26年３月31日に株式を売却したことにより当社の持分比率

が低下したため、連結の範囲から除外しておりますが、売却日までの損益計算書を連結しております。

(3)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

 「水産物卸売」  水産物の卸売（卸売市場を経由する水産物を主とする）

 「不動産賃貸」  不動産の賃貸

 「水産物その他」 水産物の冷蔵、加工及び販売

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益であります。

 セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

      （単位：百万円） 

  水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計 

売上高        

外部顧客への売上高 112,125 247 15,158 127,531 

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,204 17 1,753 2,976 

計 113,330 265 16,912 130,507 

セグメント利益 406 95 199 701 

セグメント資産 17,750 1,476 1,978 21,205 

その他の項目        

減価償却費 126 42 60 229 

持分法適用会社への投資額 176 － － 176 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 38 4 19 62 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

      （単位：百万円） 

  水産物卸売 不動産賃貸 水産物その他 合計 

売上高        

外部顧客への売上高 111,039 236 6,162 117,438 

セグメント間の内部売上高又は振替高 949 17 1,284 2,251 

計 111,988 254 7,447 119,689 

セグメント利益 687 91 13 792 

セグメント資産 17,670 1,731 1,908 21,311 

その他の項目        

減価償却費 104 40 58 203 

持分法適用会社への投資額 192 － － 192 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 99 313 25 437 

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高

前連結会計年度

（自  平成25年４月１日

    至  平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成26年４月１日

    至  平成27年３月31日）

報告セグメント計 130,507 119,689

セグメント間取引消去 △2,976 △2,251

連結財務諸表の売上高 127,531 117,438
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 209円20銭 233円14銭

１株当たり当期純利益金額 14円59銭 26円25銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

   ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 459 826

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 459 826

期中平均株式数（株） 31,493,789 31,491,095

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

６．その他

（１）役員の異動（平成27年６月23日付予定）

  １．取締役

  ① 退任予定 

     緒方 康二  （現 専務取締役）

     坂田 光穂  （現 常務取締役）

  ② 昇格予定 

     専務取締役   清水 久   （現 常務取締役） 

     常務取締役   宮澤 栄三  （現 取締役） 

  ③ 新任候補 

     取締役     町田 康司  （現 執行役員日配塩干部長） 

 

  ２．監査役 

  ① 辞任予定 

     宮村 真介  （現 監査役（非常勤）） 

     須藤 昭弘  （現 補欠監査役） 

  ② 新任候補 

     監査役（非常勤）  金子 祐二  （現 マルハニチロ㈱経営企画部副部長役）

     補欠監査役     稲田 健   （現 マルハニチロ㈱経営企画部課長役） 

 

（２）その他

 該当事項はありません。
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